
福井県における環境配慮型社会の形成に向けた 
研究会の立上げについて 



ふくい環境配慮型社会研究会の発足について 

発足主旨 

・ 地球温暖化対策や資源確保に向けた省エネルギー、再生可能エネルギーの利用拡大が叫ばれる現代において、２０１５年のパリ協定締結や 
 国連における「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の採択、今年６月に日本初主催で開催されたＧ２０関係閣僚会合における世界の持続可能な 
 成長に向けてエネルギー転換と地球環境に関する議論など、世界規模で環境配慮の取組みが加速している。 
 
・ また、国においても、こうした世界の流れを受け、脱炭素社会に向けた様々な施策が展開されており、民間においても企業の社会的責任として 
 環境配慮型の取組みが求められている等、経済面でも「環境」は重要なキーワードとなっている。 
 
・ 一方、世界レベル・国レベルでの環境配慮の取り組みを地域レベルで普及・拡大していくためには、様々な施策を実現可能、再現可能、尚且つ 
 持続可能な取組みとして、地域の特性に合わせて落とし込んでいく必要がある。 
 
・ こうした背景を踏まえ、この度４者は、繊維や眼鏡等の地場産業をはじめとするものづくり関連中小企業の集積や福井独自の商業施設運営 
 形態等、本県ならではの特性を踏まえ、環境配慮の観点からいかに地域経済の活性化を図るかについて研究を進める産学連携の研究会を 
 発足し、自治体や企業と連携しながら福井独自の「環境配慮型社会」の構築・実現に向けて取り組んでいく。 

構成メンバーおよび各者の役割 

福井県立大学 地域連携本部 （一社）ふくいｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ協会 福井県中小企業団体中央会 ㈱福井銀行 地域創生チーム 

環境配慮型社会形成に向けた 
「研究」の推進 

環境配慮型社会形成に向けた 
事例・支援制度等「周知」強化 

環境配慮型社会形成に向けた 
取組みを「普及」 

環境配慮型社会形成に向けて 
実現可能な事業の「提案」 

■県内の経済・産業に関する研究 
   を進める地域経済研究所の教員 
   が参画し、環境配慮の取組みを 
   実行することにより得られる経済 
   効果等について中小規模の企業 
   や業態に合わせて分析。 
 
■得られた研究成果について発表 
   の場を設け、研究成果を広く 
   地域に還元。 

■県立大学に地域連携コーデネー 
   ターとして参画している立場から、 
   幅広い業種のニーズを収集し、 
   共有する役割を担うと共に、実現 
   性の高い事業スキームを提案。 
 
■経営革新等認定支援機関の一つ 
  として、各種補助金の活用に向け   
  た手続き上の支援等を通じ、事業 
  者による環境配慮型の取組みを 
  推進。 

■県内中小企業・小規模事業者で 
  組織する業界組合・業界団体支援 
    の機能を活かし、組合・団体を通じ 
    て、生産性向上・収益性向上など 
    持続的な企業活動と環境配慮を 
    両立する取組を普及・支援。 
 
■中小企業・小規模事業者支援の  
  現場の視点から、様々な施策の 
  普及・活用に向けた取組みを 
  推進。 
 

■国や自治体の施策についての 
  情報を集約し、研究会において 
  共有。 
 
■各種セミナー等を通じて省エネに  
   関する各種補助金制度や経営 
   などに関する情報を周知。 

■省エネ診断・改善支援、省エネ 
   設備更新補助金支援など、実行 
   的な支援により省エネ化に向け 
     た取組みをサポート。 



研究会のイメージ 

■フォーラム等での研究成果発信 

 
 
 

地域経済への波及効果等の研究 

福井県立大学 地域連携本部 

■融資面・支援制度等を活用したサポート 

 
 
 

事業性評価・他事例に関する情報提供 

福井銀行地域創生チーム 

 
 
 
 

環境配慮の世界基準の取組みや 
国の施策等最新の情報提供 

 

■セミナーや省エネ診断等各事業への反映 

■自治体等へのアドバイス 

ふくいｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ協会 
 
 
 

中小企業・小規模事業者等、業界の実態
を踏まえた提案・情報提供 

■中小企業・小規模事業者等との情報共有 

■普及・啓発に向けた団体事業への反映 

福井県中小企業団体中央会 

ふくい環境配慮型社会研究会 

・地域経済の観点から見た環境配慮型社会の 
 将来像についての構想 
 
・福井の特性を踏まえた環境配慮の施策・取組 
 みの検討・提案（中小規模の企業等でも実現 
 性の高い環境配慮の取組み検討） 

今後の主なスケジュール 

 今年度の研究テーマの 
 検討・決定 

周知 

研究 

普及 

提案 

推 進 

 ふ くエネのセミナー等で 
 研究会活動を周知 

 ふくエネのセミナーで 
 研究結果を報告 

 当該年度における研究 
 活動総括 

８月 ９月 １月 ２月 

年間を通じて定期的に研究会を開催 



(一社)ふくエネに 
よる環境配慮型 
取り組み事例 

(一社)ふくいエネルギーマネジメント協会
では、経済産業省のプラットフォーム 

事業（各県に省エネ相談窓口を 

設置）の補助を受け、省エネセミナー、
無料省エネ診断等を実施している。 

事 例 紹 介 【省エネセミナーの開催】 

〇現場担当者を対象とした省エネ   
  に関する連続セミナーの開催
（初級編4回・中級編3回） 

〇省エネの最新情報、補助金 
   情報などのセミナーの開催 
 （次回9/2） 

電流値計測の様子 

【無料省エネ診断の実施】 

〇中小企業者を中心に、無料
省エネ診断を実施 

（今年度は20～30社を予
定） 

【省エネマニュアル作成の支援】 

〇2018年度から、福井県の
委託事業で、業種別の省 

  エネマニュアルを作成中 

セミナーの様子 

削減効果の算定例 



中小企業組合に 
よる環境配慮型 
取り組み事例 

県内共同店舗(ショッピングセン
ター)では、高効率空調・高効率
照明の導入に当たり、各種支援 

施策を活用することで、CO2削減、
重油等エネルギー量削減を実現 

し、国内クレジット売却収入等 

により投資回収の改善につなげ 

ている。 
 
併せて、ショッピングセンター内
の快適性向上にも貢献している。 

ESCO事業者 
ビルオーナーにエネルギーサービス 

を包括的に提供する事業者 

パフォーマンス契約 

クレジット売却 

電力事業者 

ショッピングセンター 

(運営主体：中小企業組合) 

サービス料 

国・中央会 

補助金・ソフト支援 

事 例 紹 介 


